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M  g  の S  旨
本論文は、1970年代から2005年にかけて、フランスで実施されてきた職業的•社会的参入政策と 
しての公的就労支援策の形成•変容 • 再編の経緯とその背景を考察することによって、フランスにお 
け る 「新たな社会問題」に対する取り組み、およびその特質を明らかにしようとしたものである。な 
お、ここで、公的就労支援策と呼ばれるものは、非市場部門（公共部門およびアソシエーション）に 
おける就労支援であり、職業能力の開発や訓練だけでなく社会的な能力やアイデンティティの回復と 
いった就労の一つ手前の段階での支援も含むものとしている。
本論文は、とくに、様々な参入支援機問（およびその担当者）と生活•就労困窮者との相互間係に 
着目して一一もちろん政策立案をめぐる政治的立場の相違の反映という側面を無視することなく一 
一、公的就労支援策がどのように形成• 変化 • 再編されたかを解明することを課題としている。この 
研究の意義は、社会的排除は社会と個人の相互交流を通じた制度設計と支援のあり方の構築によって 
克服されるものであることを明らかにした点にある。
第 1 章では、19世紀の近代社会の社会問題と、1980年代以降の「新たな社会問題」との比較を行 
う。前者では、労働条件の切り下げと賃金の低さによる貧困が問題となったのに対して、後者は、福 
祉国家のもとでの長期失業や不安定雇用の登場にともなって、社会保護システムが機能不全に陥り、 
貧困と排除が同時に存在する問題であると論じている。次に、現代のこの問題の克服策として、フラ 
ンスで新たに実施された公的就労支援策について、 「排除Z 参入」という観点、この施策の骨格をな 
す 「社会的有用性の原則」、 「参入契約」という考え方を検討し、その特徴を明らかにしている。そ 
の結論として、就労 • 生活困窮者の自立は、当事者と参入支援者との相互交流にかかっていることを 
論じ、したがってまたそれに沿って職業的•社会的参入支援をどのように構想するかが重要であるこ 
とを論じている。続く 3 つの章では、この公的就労支援策が、3 つの時代変化とともにどのように形 
成 • 変容 • 再編されてきたのかを分析している。
第 2 章では、参入政策としての公的就労支援策の成立過程（1984年の公共有用労働TUCから1989 
年の連帯雇用契約CESへと至る経緯）が考察されている。非市場部門（公共部門とアソシエ一ショ 
ン）は、社会的有用活動と結びつくことで、就労支援だけでなく、職業生活に入る前段階として社会 
参入の役割も担うようになり、1980年代前半TUCが確立していく過程が分析される。また、その後 
1989年のCESへの移行過程の分析においては、TUC政策に学歴選別と差別的な訓練制度が含まれて 
いることが明らかにされ、4割の受入機関が「若者への訓練を実施した」と回答したのに対し、政策 
対象の若者は5%の機関しか「訓練を実際に受けた」と回答しなかった。この認識のズレなどが、新 
たなCES制度の成立につながったとしている。
第 3 章では、1990年代を中心に公的就労支援策の変容を論じている。公的就労支援策は、職業経 
験や生活再建の過程の中で社会との関係を再構築し、自らの尊厳とアイデンティティそして将来の展 
望を回復するため、自発的かつ自律的に就労能力や職業意識を育み保持することを目的にすべきとさ 
れた。そして、このためには、当事者のニーズや能力に応じて、また社会的要請に応じて、多様な施 
策が必要となり、事実、CES成立以降90年代の公的就労支援策が多様化— 「貧困対策としての最低 
所得保障」 「職業訓練と能力開発など就労支援」 「社会的な逸脱行為（犯罪など）の防止」— して 
いく経緯を分析している。しかし、公的就労支援策は「排除された人びと」を対象としていたにもか 
かわらず、実際にはある程度のコミュニケーション能力や市民的権利を有している者が対象となって
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いた。このことから、公的就労支援策は、あらゆる関係性を喪失した者にとって、果たして真の参入 
支援となりえているのかが問われた。この問題は、公的就労支援策に対する批判や施策そのものを縮 
小を主張する根拠となったとしている。
第 4 章では、2004-05年を中心に公的就労支援策の再編について論じている。この支援策の縮小の 
賛否をめぐる議論は、2004年ごろ、一方におけるボルローの社会統合計画の構想と、他方における 
アメリカ型のワークフェアを志向するスヴェの構想に集約された。最終的には、ボルローの社会統合 
計画が2005年に社会統合法として実施されていく。このボルロー構想は、 「職業的参入」 「住居の 
保障」 「機会の平等」を柱にし、付添支援活動を制度化することで就労•生活困窮者への適切な給付 
の実現と雇用復帰への可能性を強化するものであった。すなわち、積極的な雇用促進という意味で、 
英米的なワークフェアへの接近を意味している。しかし、安定雇用への道（= 職業的 • 社会的参入） 
は、公的就労支援策において、社会的企業、民間企業、政府機関、支援組織の連携を強化することで 
実現しようとするものであるとした。すなわち、公的就労支援策は、競争的労働市場から個人を保護 
しつつ、さまざまな支援組織を通じて個人の職業的•社会的参入を実現する役割を保持していたと論 
じている。
終章では、全体の総括が示されている。フランス社会は1970年代以降、新たな社会問題の深刻化 
に向き合ってきたが、その政策立案• 実施の背後には、フランス福祉国家の根本原理である連帯理念 
がある。しかし、この理念、すなわち「労働のみに依拠して社会構成員を結びつける連帯理念」を保 
持するのか、新しい連帯理念、すなわち「社会的有用活動を通じた個人の貢献と扶助受給権の照応関 
係の構築」への改革を行うのかという、連帯理念の改革と保持をめぐる基底的な議論が存在すること 
を論じている。いずれにしろ、不安定雇用、貧困、社会的排除に対するフランス独自の取り組みであ 
る公的就労支援策の展開は、社会をどのように構想するのかといった議論を含みつつ展開されてきた 
ことを論じて、まとめとした。
論 サ 審 奄 の 结 里 の 要 旨
この論文は、1970年代から 2 1 世紀初頭までのフランスの公的就労支援策の変遷を克明に分析し 
ているが、それだけでなく、制度が形成• 変容 • 再編される背景となった社会調査結果、研究者の専 
門文献、審議会報告書、議会での討論などの膨大なフランス語文献•資料に対し目配りがきいている。 
日本語による先行研究が極めて乏しく、かつ制度の変遷が著しく複雑であるだけに、これはたいへん 
な労力を要する作業であったと思われる。これらを通して示した重要なメッセージは、フランスの近 
年の施策の変容が、アングロサクソン型のワークフェアへの収斂ではなく、1 9 世紀末以来のフラン 
スにおける社会的保護の共和主義的な理念（「連帯」「結束」の重視）を依然として保持していること 
を示した点にあるだろう。
しかし、本論文の実証がフランスに内在的な観点を重視しすぎたことの結果として、欧州各国やア 
メリ力における就職困難者の就労に向けた同様の施策との比較（あるいはもう少し枠組みを広げて福 
祉国家論比較）において、フランスがどのような位置を占めているかについては、十分に議論が尽く 
されていない。また、フランス社会‘の中にあって重要な役割を果たしている労働組合の見解などにも 
もう少し目配りが必要ではなかったかと思われる。とはいえ、これらの点を今後の研究によって十分 
に克服できる地点に達していることもまた明らかであろう。
なお、平成 2 1年 11月 2 4 日に公聴会が開催され、申請者の報告にもとづいて審査委員の質問、研 
究科教員の質問等と続いた。それぞれの質問に対する申請者の受け答えは的確なものであった。
以上、審査委員による審査結果を総合し、上記論文は課程博士の学位に十分値する業績であると判 
断する。
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